
　令和６年７月１６日（火）　於：外務省南３９６号会議室

　委　員　長 中谷　和弘

　委　　　員 三笘 裕、宮本 和之、門伝 明子、増井 良啓

抽出案件 （備考）

一般競争方式（政府調達に関する協定適用対象） 2/5 件 審査対象：

一般競争方式（上記以外） 2/49 件

指名競争方式 1/4 件

企画競争に基づく随意契約方式 0/9 件

公募に基づく随意契約方式 0/0 件

その他の随意契約方式 5/56 件

123 件

その他
会計課調達官より「『令和５年度外務省調達改善計画』年度末に係る自己評
価」について報告をし、各委員より了解を得られた。

委員からの意見・
質問、それに対す
る外務省の回答等

意　見　・　質　問 回　　　　　答

　別紙のとおり。 　別紙のとおり。

委員会による意見
の具申又は勧告の
内容

　なし

合　　計

令和６年度第２回（第６６回）　外務省契約監視委員会

議 事 概 要

開催日及び場所

委　　　　　員

　令和５年度第４四半期

　リモート開催



別紙

１ 物品・役務等の契約（総括表）

　（特段の意見等なし）

２ 指名停止等の運用状況

　（特段の意見なし）

３ 再度入札における一位不動状況

　（特段の意見なし）

４ 低入札価格調査制度調査対象の発生状況

　（特段の意見なし）

５ 抽出案件の審議

○ 本契約事業者と複数課室が契約しているが、
別々に契約するのではなく、課を超えて複数
の通訳案件を一括で契約することはできない
のか。また、本契約事業者と随意契約とした
理由如何。

● 本契約の料金については、本契約事業者の
ホームページに掲載されている公表料金であ
り、ほぼ固定となっている。このため、他の
発注元と差が出るようなことはない。また、
事務用品のように年間の発注数が多いものは
単価契約している案件もあるが、本件につい
ては一般に公表されている料金のため、契約
事務手続き上も問題ないと考えている。

Ｇ２０リオデジャネイロ外相会合出席関係で
は、首脳や外相会合、あるいは多国間で議論
をする場において、それまでの経緯や議題の
一貫性、どのような論点で議論されるかとい
う観点からも３名の通訳に今回は依頼した。
特に、うち２名の通訳は、これまでもＧ７や
Ｇ２０の会合、東京で行うようなオンライン
会議を含め通訳業務を担当しており、この国
際会議における特定のフォーラムにおいて出
てくるような論点、言い回し、表現に特に精
通しているため依頼した。

外務省

⑥－８：「外務大臣のドイツ訪問に伴う同時通
訳」業務委嘱

委員

⑥－２２：「外務大臣のＧ２０リオデジャネイ
ロ外相会合出席に伴う同時通訳」業務委嘱

（上記２件はまとめて質疑応答が行われた。）



ドイツで行われたミュンヘン安全保障会議に
関する同時通訳については、ご指摘のとおり
２名の通訳に依頼しているが基本的に同会議
は、プレスの前で 5 人ほどパネルを組み、
プレスフルオープンの形で質疑応答を行われ
ており、このような緊張感のある会議のもと
で、多国間の通訳実績を有するこの２名の通
訳に依頼している。

○ 料金につき、交渉の余地はないのか。 ● 本契約事業者のホームページに記載されてい
る公表料金であることから、当省から値引き
交渉を行うことはしていない。

○ 今回この２件が随意契約となった理由は、大
臣との相性というよりは、会議の特性に照ら
し、これまでの実績及び習熟度がポイントで
あったということか。

● 然り。

○ 通訳者のフライトクラスは、今回依頼した通
訳者のレベルに応じビジネスクラスとなった
のか。もしくは、長距離路線の場合はビジネ
スクラスになるのか等、利用クラスの基準に
ついて伺いたい。

● 総理と外務大臣の通訳は、Ａクラスの通訳者
に依頼しており、通訳者のレベルに応じたク
ラスとなるため、利用クラスはビジネスクラ
スとなる。

○ 今回の２件の契約のうち、Ｇ２０リオデジャ
ネイロ外相会合は開催期間が２月１９日～２
５日、ドイツのミュンヘン安全保障会議は２
月１６日～１９日だが、いずれも契約が１月
に行われている。このような国際会議の日程
はかなり前から決定しているのではないか。
契約関係書類の記載内容からも開催日の直近
になって契約を締結しているように見える
が、直前にならないと日程が決まらない事情
があるのか。

● Ｇ２０リオデジャネイロ外相会合について
は、議長国のブラジル側において、当日のタ
イムテーブルやセッションの内訳、どのよう
な議題をどの順番、どの時間付けで行うかと
いうようなプログラムの確定が直前まで決ま
らないという事情があった。

ドイツのミュンヘン安全保障会議について
も、会議の日程自体はかなり前から決定して
いたが、具体的なプログラムについては、1
月まで判明しなかったという事情があった。

○ 両方の契約について、プログラムが決定しな
いとどの期間で通訳を確保するかも確定でき
ないということか。また、会議・会合の期間
中は通訳を貼り付ける形で契約しているの
か。

● Ｇ２０リオデジャネイロ外相会合について
は、基本的には、この期間の中で外務大臣に
必要な通訳をつけなければいけない場面を決
めた上で、通訳業務を依頼した。

ドイツのミュンヘン安全保障会議について
は、通訳業務が必要な会議は１７日～１８日
であり、会議が開催された１６日に到着する
日程で契約を結んだ。

○ 本契約については、受講者１０名、２日間の
研修であり合理的な契約金額だと思うが、当
初の支払見込額や、予定価格と桁が違うが金
額の差が生じた理由如何。

● 見積書の提出があった他事業者は研修内容を
一からカスタマイズした場合の価格であり、
事前の準備にかかる人件費等も含む価格で提
示されている。他方、本契約事業者は近々に
政府機関に行った研修内容と、当省が希望す
る研修内容に重複する部分が非常に多かった
ことから、事前の準備にかかる人件費等が抑
えられた価格で実施可能であったため、当初
の支払見込額等との金額に差が生じた。

②－４８：「サイバーセキュリティ研修」業務
委嘱

委員 外務省



○ 外務省だけではなく、他省庁においてもサイ
バーセキュリティについて研修を行っている
ということか。

● 一般論として、どの事業者から、どういった
内容の研修を受けているかについては、対外
的には公表しておらず、実際に他省庁等でど
のような研修を行っているかを網羅的に承知
しているわけではないが、昨今の安全保障の
情勢を踏まえると関連する分野を所掌してい
る部署が、サイバーセキュリティについて研
修を受講していることは、充分あり得ること
ではないかと思料する。

○ 今回は偶然に抑えられた価格で実施可能で
あったと思うが、各府省庁でも実施している
という事情があれば、省庁横断的に安く抑え
られるような仕組みを検討することも一案か
と思料する。

● 研修内容については、毎年同じ内容で実施し
ているわけではなく、個々の分析担当官を見
ながら、どのような研修を受けさせることに
よって最も効果が高まるか、能力を向上させ
ることができるかを考慮の上、研修内容を決
定している。このため、僭越ながら政府機関
内で一律に同じ研修内容で実施することが必
ずしも効率的と言えない面があると考えてい
る。

○ 今回の落札額は他入札参加事業者と比べかな
り低い金額となっており、一般のセミナーと
比べても同程度の価格である。安価というだ
けではなく、充分な専門性を持っているか、
外務省が希望している知識を持って研修でき
るかといったことは、一般競争入札で担保で
きるのか。また、事前に入札参加資格によ
り、単に政府機関へのセミナー実施経験を有
する以外に、能力なりを見極められ、該当し
なければ排除するような手立てはあったの
か。

● ご指摘に感謝する。本契約事業者は、当方が
必要としていた部分はクリアしていたが、当
方のオーダーの仕方にも更に改善の余地が
あったと考えており、次回以降の契約に反映
してまいりたい。他方で、今回はこれまでの
実績及び当方が求める最低水準はクリアして
いることを事前に確認した上で、一番安価な
事業者と契約した。

○ 悪意を持った事業者があえて安価で契約し、
誤った情報を与えることも、適切な契約方式
をとることで防ぐことができるではないかと
思料する。

○ 落札率が５０．９％の低入札価格調査を実施
した案件かと思うが、本契約事業者は事前に
デジタル庁から指示を受けコンサル業務を
行っていると承知しているが、この理解は正
しいか。その場合、そのような事業者である
ことを外務省が認識しているのであれば、随
意契約とすることはできなかったのか。

● ご理解のとおりである。当初から、公信事務
自動処理システム、条約等国際約束検索シス
テム、国際機関法人職員情報データーベース
の３システムは、ガバメントクラウドに移行
することを計画しており、その対象としてデ
ジタル庁が調査検討していた案件である。
また、デジタル庁の調査というのは、あくま
でもガバメントクラウドに移行できるかどう
かという部分の調査であり、最終的に基盤を
構築する部分の調達は、各省庁に委ねられて
いる。このため、デジタル庁の事前調査を
行った事業者と随意契約するよりも、競争性
を確保する観点からも一般競争の総合評価落
札方式による調達を行う方が適正であると判
断した。

○ 要件定義後は、システムを調達する段階にな
るが、本契約事業者がシステム構築を請け負
う可能性はあるか。また、本契約事業者はシ
ステム構築のサービスも提供している事業者
か。

● 本契約事業者が請け負う可能性はゼロではな
い。本契約は、実際に構築をするための前段
階の作業であり、翌年度はそれを踏まえた一
般競争入札を実施し事業者を決定する予定で
ある。

②－１２：「システム構築における要件定義支
援」業務委嘱

委員 外務省



○ システム構築の一般競争入札を翌年度に実施
する際、前年度の要件定義を作成した事業者
が有利になるというのはよくある話であり、
それを狙って本落札価格を出してきているの
ではないか。また、ベンダーロックインに陥
るのではないかということを懸念するが、そ
の点はどのように考えているか。

● 価格による一般競争入札ではなく、技術点も
取り入れた総合評価落札方式によることでベ
ンダーロックインに、すぐに繋がるとは考え
ていない。実際に、今回３つのシステムにつ
いて総合評価落札方式による一般競争入札を
実施したが、異なる事業者が落札しており、
公平に審査できたと考えている。(注：３シ
ステムのうち２システムについて異なる事業
者が落札しており、残す１システムは委員会
開催時点で公告中）

○ 契約関係書類には、元の入退庁管理システム
は平成２９年度に契約をしているが、７年前
は電気錠は存在しなかったのか。この７年間
でセキュリティに関する環境が変わり電気錠
の追加が必要になったということか。

● 平成２９年に入退庁管理システムを設置した
際には、電気錠は設置していなかったが、そ
の後、主要国との情報保護協定の締結や特定
秘密に関する国内法整備等、情報保全強化の
必要性が高まり、それに応じて電気錠を追加
設置している。

○ 本システムを構築した事業者しか請け負うこ
とができないとして随意契約しているが、追
加的に鍵をつける場合であっても、他事業者
が請け負うことは難しいということか。

● 然り。まず、外務省入口で外務省職員及び他
省庁の国家公務員の入退庁を管理し、そこか
らさらに電気錠設置課室については、スク
リーニングし、外務省員だけを特定するオン
トップの機能となっている。このため、他事
業者に依頼することは困難。

○ 今回、一部の課室に追加で電気施錠を設置す
ると理解したが、セキュリティを高めるとい
う意味で、同じ事業者ではなく他事業者の別
のシステムを設置する場合には、そちらの方
が費用がかかるということか。

● 然り。他事業者の別のシステムとなるとコス
ト、手間及び時間がかかる。また、外務省は
人事異動が非常に多く、外務省へ出向する職
員、他省庁へ出向する職員もおり、それらを
コントロールするには、統一したシステムで
運用した方がより確実という認識である。

○ 今回、何箇所に電気錠を追加する契約だった
のか。また、これまで設置した一箇所あたり
の単価と比べ、今回の一箇所あたりの単価は
妥当か。今後も随時追加する予定か。

● 今回は１０箇所の扉に設置した。単価につい
ては、既に運用しているシステムとの連動等
の工程が必要であり、既存のものと比較し同
程度の単価であるため、妥当と考えている。
追加については、外務省全体の入退庁管理シ
ステムを数年以内に変更する予定のため、今
年度で最後と考えている。来年度以降に電気
錠設置の要望があれば、既存のものを活用し
ていく方針としている。

○ 既存のものを活用とはどういうことか。移設
費用がかからないということか。

● 現在既に設置している扉のうち、使用実態等
を考慮した上で優先度が低い扉から取り外
し、より必要性の高い扉につけることを考え
ている。今回と同様移設費用はかかるが、電
気錠本体の調達と比較すると、費用を削減す
ることができると考える。

⑥－２０：「外務本省庁舎課室電気錠設置に係
る作業」業務委嘱

委員 外務省



○ 設計等の伝達先である施工者は誰か。また施
工者の役割と立場は何か。本新営工事案件契
約事業者が、施工現場にて説明を行うという
ことか。

● 然り。施工者は日系の総合建設業者であり、
施工現場にて説明を行う。

○ 契約関係書類から、不調や不落が続き随意契
約となったと思料するが、要因としては現地
の安全事情等から受けてもらえなかったとい
うことか。

● 然り。アフリカの中でもコンゴ（民）は治安
が悪く、日系企業で営業展開を行っている企
業は非常に少なく、現地で活躍している事業
者がもう１者あったがこの時期は人繰りが厳
しいという理由で、結果的に本契約事業者し
か意向が示されなかったという状況である。

○ 最近の円安が続くなか、特に「在コンゴ民主
共和国日本国大使館新営工事」の契約事業者
は、現地労働者を雇うため外貨建てになり、
コストの殆どは海外で発生すると思うが、こ
の場合、為替変動による負担軽減措置や制度
上の対策等について何か考えているか。
本３案件では、予定価格内に納まるよう交渉
の上まとまったことは良かったが、民間企業
に合理的でない負担を押しつけている状態
で、持続可能性がないと思料する。来年度以
降は、発注者側としても、単純に予定価格を
上げるだけでなく海外で費用が発生する案件
での円建て発注については、工夫の余地が必
要と思うが如何か。

● ご指摘のとおり、為替変動についてのリスク
はあり、契約事業者が不利となる場合もある
ことを承知の上で応札いただくように依頼し
ている。ただ、物価上昇については物価スラ
イド条項を設けており終営期に精算できるよ
う対応している。また逆に、円高となった場
合は為替の差益が生じるためその点を含め、
今後の検討課題と考えている。

○ 本案件のように殆どが海外で行われる場合、
円建てでの発注に疑問を感じるが、外貨建て
での発注は難しいのか。

● 海外で業務を行う契約の見積りの通貨種類
は、大きく分けて３種類使用している。まず
日本人の人件費や日本での調達資材等は日本
円、次に現地労働者使用にかかる費用は現地
通貨、最後に第三国から調達を行うものに関
しては第三国通貨となる。それら３種類の通
貨で作成された見積りを、最後に日本円に換
算し計上している。本３案件は国庫債務負担
行為をとっているが、日本円で国会に上げ国
庫債務負担行為の承認をとる必要がある。外
貨建ての場合は毎年支出官レートが変わるた
め、円貨で固定できず国庫債務負担行為が承
認されないという会計法上の制約があり、ど
うしても円貨にならざるを得ないという事情
がある。

（上記３件はまとめて質疑応答が行われた。）

⑥－５６：「在コンゴ民主共和国日本国大使館
新営工事に係る設計意図伝達」業務委嘱

③－４：「在コンゴ民主共和国日本国大使館新
営工事に係る工事監理」業務委嘱

⑥－２４：「在コンゴ民主共和国日本国大使館
新営工事」業務委嘱

委員 外務省



○ 施工業者が決まらず入札参加条件を広げてい
く中で、過去の施工経験対象地域を広げたと
のことだが、アフリカ及びアジアに限定した
理由如何。施工実績地域についても評価基準
があるのか。

● 地域によって評価点数は異なるが、海外での
施工実績があれば入札に参加することは可能
である。
また、過去の施工経験については、アフリカ
での施工実績を有していること、または、過
去２０年間においてアジア地域を除く海外で
建築工事一式元請け事業者としての施工実績
を１件以上有していることのいずれかに該当
することとしている。

○ アジア以外の外国で施工実績があれば、入札
に参加できたということか。また、そうであ
ればアジア地域を区別する理由は何か。海外
での経験や対応可能な企業を絞り込む意味
で、アジア地域以外としたのか。

● 然り。アジア地域では日系企業が多く進出し
ているため他の海外の地域と比べて難易度が
低いため、比較的難易度の高いアフリカ地域
での施工のことを考え、アジア地域を除く海
外での実績とした。ただ、今後はより広く入
札参加事業者を募るために、アジア地域を含
めて行く必要があるかと考えている。

○ 第三弾について、一者応札になった理由およ
びその改善に向けての考え如何。

● 入札参加資格要件は厳しくはなく、公告期間
も十分な時間を確保したと認識しているが、
５事業者から参考見積りおよびヒアリングを
聴取した結果、予定価格が高額な政府調達の
場合は物量が多く、さらに納期までの打合せ
や事前調整に労力を要するほか、昨今の人手
不足から輸送を含めた役務作業のための人員
確保が困難であることが確認できた。これら
が一者応札となった要因と考える。
今後の改善策として、より多くの入札参加事
業者を集められるよう、参考見積取得の際に
幅広く関係事業者へ周知を図ると共に、公告
掲載時には応札への積極的な声かけ、当省案
件に関わりのなかった新規事業者の発掘を模
索することを考えている。

○ 調達数量の多さ、人手不足という点について
は、近々に解消の見通しはあるのか。

● 見通しという点では、例えば本案件のスケ
ジュールに関しては、入札公告掲載期間、書
類締切りまでの期間、入開札から納期までの
期間には問題がなかったと考えており、現時
点においては、今後も関係事業者に広く声か
けを行っていくことに尽きると考えている。

○ 本案件の日程にいついては十分に確保したと
のことだが、本案件は複数年に亘って計画的
に調達を行うという点から、年度の終わりに
入札を行う必要はなかったのではないか。ま
た、本２案件は調達数量が１，０００人以上
分に相当し、東京都内で同規模のオフィス移
転及び、同数量の什器や備品を調達する事案
はなかなか無く、更に年度末のこの時期と期
間で入札・受注・メーカーとの交渉や納品を
行うことは、事業者側にかなりの負荷がか
かっていると思料する。全体的に前倒しにし
たスケジュールにはできなかったのか。

● ご指摘のとおり、第三弾の什器購入案件が一
者応札になった背景には、スケジュール感が
大きな原因であると思料する。本２案件はレ
イアウトの調整や内装工事、移動計画等複数
の部局が絡みかなりの時間を要した。今後
は、スケジュールに余裕を持って進められる
よう、計画の策定を可能な限り前倒して進め
ていくことが重要と考える。

（上記２件はまとめて質疑応答が行われた。）

①－４：「外務省オフィス改革に伴う新規什器
(第四弾)の購入等」業務委嘱

①－３:「外務省オフィス改革に伴う新規什器
(第三弾)の購入等」業務委嘱

委員 外務省


